
© 2015 Illustrations: Kasumi Okazawa



© 2015 Illustrations: Kasumi Okazawa

小
規
模
企
業
共
済
制
度
は
、法
律（
小
規
模

企
業
共
済
法
）に
基
づ
く
制
度
で
あ
り
、国
が

全
額
出
資
し
て
い
る
独
立
行
政
法
人
中
小
企

業
基
盤
整
備
機
構
が
運
営
し
て
い
ま
す
。

ほ
ん
と
う
に

安
心・確
実
な
の
？

小
規
模
企
業
共
済
制
度
に
加
入
で
き
る
の

は
、次
の
方
々
で
す
。

●
常
時
使
用
す
る
従
業
員
が
20
人
以
下（
宿

　

泊
業
・
娯
楽
業
を
除
く
サ
ー
ビ
ス
業
、商
業

　

で
は
5
人
以
下
）の
個
人
事
業
主
お
よ
び

　

会
社
の
役
員

●
事
業
に
従
事
す
る
組
合
員
が
20
人
以
下
の

　

企
業
組
合
の
役
員
、常
時
使
用
す
る
従
業

　

員
が
20
人
以
下
の
協
業
組
合
の
役
員

●
常
時
使
用
す
る
従
業
員
が
20
人
以
下
で
あ

　

っ
て
、農
業
の
経
営
を
主
と
し
て
行
っ
て
い

　

る
農
事
組
合
法
人
の
役
員

●
常
時
使
用
す
る
従
業
員
が
5
人
以
下
の
弁

　

護
士
法
人
、税
理
士
法
人
等
の
士
業
法
人

　

の
社
員

●
小
規
模
企
業
者
た
る
個
人
事
業
主
に
属
す

　

る
共
同
経
営
者（
個
人
事
業
主
1
人
に
つ

　

き
2
人
ま
で
）

※

共
同
経
営
者
と
は
、事
業
主
と
と
も
に
経
営
に
携
わ
っ
て
い

　

る
方
で
次
の
①
②
を
と
も
に
満
た
す
方
と
な
り
ま
す
。

　

①「
事
業
の
経
営
に
お
い
て
重
要
な
意
思
決
定
を
し
て
い
る
、

　
　

ま
た
は
事
業
に
必
要
な
資
金
を
負
担
し
て
い
る
」

　

②「
事
業
の
執
行
に
対
す
る
報
酬
を
受
け
て
い
る
」

こ
の
制
度
に

加
入
で
き
る
人
は
？
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掛
金
月
額
は
千
円
〜
7
万
円
の
範
囲
内

（
5
0
0
円
単
位
）で
自
由
に
選
べ
ま
す
。

加
入
後
も
掛
金
月
額
は
増
額
・
減
額
で
き

ま
す
。

ま
た
、払
込
み
方
法
も「
月
払
い
」「
半
年
払

い
」「
年
払
い
」か
ら
お
選
び
い
た
だ
け
ま
す
。

毎
月
の
掛
金
は

ど
の
く
ら
い
な
の
？

掛
金
は
、全
額
が「
小
規
模
企
業
共
済
等
掛

金
控
除
」と
し
て
、課
税
対
象
所
得
か
ら
控
除

で
き
ま
す
。

（
1
年
以
内
の
前
納
掛
金
も
同
様
で
す
）

「
課
税
さ
れ
る
所
得
金
額
」と
は
、そ
の
年
分
の
総
所
得

金
額
か
ら
、基
礎
控
除
、扶
養
控
除
、社
会
保
険
料
控
除

等
を
控
除
し
た
後
の
額
で
、課
税
の
対
象
と
な
る
額
を
い

い
ま
す
。

税
額
は
、平
成
28
年
1
月
1
日
現
在
の
税
率
に
基
づ
き
、

所
得
税
は
復
興
特
別
所
得
税
を
含
め
て
計
算
し
て
い
ま

す
。住
民
税
均
等
割
に
つ
い
て
は
、5
0
0
0
円
と
し
て

い
ま
す
。

節
税
額
の
計
算
に
つ
い
て
は
、中
小
機
構
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

「
加
入
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
」を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

（http://w
w
w
.sm
rj.go.jp/skyosai/sim

ulation/

）

掛
金
は
税
法
上
ど
ん
な

メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
の
？109,500円の節税！

掛金金額36万円（3万円×12カ月）
課税所得金額400万円であれば

※
1

※
2

※
3
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共
済
金
の
受
取
り
は
、「
一
括
」「
分
割（
10
年
・

15
年
）」「
一
括
と
分
割
の
併
用
」の
い
ず
れ
か

を
お
選
び
い
た
だ
け
ま
す
。税
法
上
、一
括
受
取

り
に
よ
る
共
済
金
は「
退
職
所
得
扱
い
」、分

割
受
取
り
に
よ
る
共
済
金
は「
公
的
年
金
等

の
雑
所
得
扱
い
」と
な
り
ま
す
。

共
済
金
の

税
法
上
の
取
扱
い
は
？

契
約
者（
一
定
の
資
格
者
）の
方
は
、納
付
し
た

掛
金
合
計
額
の
範
囲
内
で
、事
業
資
金
等
の

貸
付
け
が
受
け
ら
れ
ま
す（
担
保
・
保
証
人
は

不
要
）。

【
貸
付
け
の
種
類
】

一
般
貸
付
け
、傷
病
災
害
時
貸
付
け
、創
業
転

業
時
・
新
規
事
業
展
開
等
貸
付
け
、福
祉
対

応
貸
付
け
、緊
急
経
営
安
定
貸
付
け
、事
業

承
継
貸
付
け
、廃
業
準
備
貸
付
け

事
業
資
金
も

借
り
入
れ
で
き
る
の
？

共
済
金
・
解
約
手
当
金
の
受
給
権
は
、国
税
等

滞
納
の
差
押
え
以
外
は
、差
押
禁
止
債
権
と

し
て
保
護
さ
れ
ま
す
。

共
済
金
の

受
給
権
は
？


